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研究成果の概要（和文）：RIAS Study参加者における2011年ならびに2014年データを用い社会的孤立とその変化
に影響を及ぼす要因を明らかにするため、岩手県陸前高田市で実施された18歳以上のRIAS Study参加者4877名の
うち2011年と2014年の両調査に参加し社会的孤立の評価指標に回答した2998名を解析対象として実施した。2014
年の社会的孤立と有意な関連が認められた要因は、独居、暮らし向きが苦しいこと、高血圧既往、心理的苦痛、
低身体活動、不健康な食事、2011年時社会的孤立であった。心理的苦痛の軽減につながる活動や、身体活動、食
事への支援や取組みが社会的孤立の予防因子になることが示唆された。

研究成果の概要（英文）：The 2011 and 2014 data of RIAS study participants was used in order to 
clarify the factors that affect social isolation and effect change in relation to social isolation. 
There were 4877 participants in the RIAS study conducted in Rikuzentakata-shi, Iwate Prefecture who 
were 18 years of age or older, of that number 2998 people who participated in both the 2011 and 2014
 surveys and responded to the social isolation rating index were included in the analysis.The 
factors that were significantly associated with social isolation in 2014 were: living alone; 
difficult live circumstances; high blood pressure; psychological distress; low levels of physical 
activity; unhealthy diet; and suffering from social isolation in the 2011 study. This study suggests
 that preventative factors for social isolation are: activities associated with the alleviation of 
psychological distress; physical activity; and initiatives to support with a healthier diet.

研究分野：災害時の公衆衛生
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研究成果の学術的意義や社会的意義
東日本大震災被災地においては、被災から時間が経過してもなお社会的孤立状態にあることが確認されている。
社会的孤立とその変化に影響を及ぼす要因を明らかにすることにより、中長期の時期における被災地での具体的
な対策の必要性が確認され、今後さらに地域における社会参加活動状況とその健康面への影響を確認し続けるこ
とで、被災地、非被災地における健康増進、健康づくり対策を構築する上で役立つと考える。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
2011 年に発災した東日本大震災の被災地では、行政による心のケアを兼ねた健康生活調査や
健康教室、社会福祉協議会による応急仮設住宅での巡回訪問やサロン、NPO や市民グループ等
民間団体による各種イベントや事業など多種多様の交流や社会参加を促す活動が継続して行わ
れている。しかし、これらの地域での交流や社会参加を促す活動の実施状況がソーシャルキャ
ピタル（SC）やソーシャルネットワーク（SN）に与える影響、そして、SC や SN の変化が身体
的ないし精神的健康に与える影響については十分に明らかになっていない。 
従来から SCや SN がある、いわゆる人々が信頼し合い、協力し合うような社会は健康が良好
に保たれるという報告がなされていた。これは個人のレベルで健康が良好となるだけでなく、
結果としてその地域や社会の充実にもつながり、その地域の健康指標に大きな影響を与えるこ
ととなる[１]。 
岩手県陸前高田市では、中心市街地の 86％が津波により流され、1800 名近い犠牲者があった
上、生存者も避難所生活を余儀なくされ、応急仮設住宅への転居を繰り返すことなどにより、
従来あった個人や地域の SN や SC が大きく損なわれる事態となった。 
岩手医科大学では、陸前高田市を含む岩手県沿岸被災地域の住民約 10,000 人を対象として
「岩手県における東日本大震災被災者の支援を目的とした大規模コホート研究（被災者コホー
ト研究）」（研究代表者：小林誠一郎（岩手医科大学教授））を被災年度（2011 年度）から継続
実施している。この研究の結果から、被災住民では心の健康度が全国平均より悪いことが確認
されており、低い SC を持つ人では翌年の心の健康度が悪化していることや、SN の欠如が不良
な精神的健康に関連していることが明らかとなった[２]、[３]。 
そこで陸前高田市では、被災直後から SCや SN を再構築するため、地域での交流や社会参加
を促す活動を行政や社会福祉協議会、NPO 等が実施し続けてきた[４]。この取り組みの特徴は
特別な事前教育がなくとも共通認識を持って実施することで、日常的な人と人のつながりやコ
ミュニケーションを大切にすることが SCや SN に影響を与え、結果として心のケアにつながる
可能性を持っている点にあり、非被災地を含め日本中で活用できる手法であることに意味があ
る。しかし、これらの活動が SCや SN の改善や形成にどう影響を与え、住民の健康増進に効果
的な活動となっているのかは評価されていない。また被災地にかかわらず、実証研究として介
入を行い、地域における活動が SCや SN にどう影響し、どうすれば向上するのか体系的に示さ
れている研究は十分に蓄積されているとは言い難い状況にある。 
 
２．研究の目的 
被災地における地域交流や社会参加活動に関する実施状況のデータと被災者コホート研究デ
ータとを組み合わせることで、それらの活動が個人の SC や SN へ与える影響と、SC や SN の変
化が身体的ないし精神的健康に与える影響を明らかにすることを目的とする。さらに、被災地
の行政や社協、NPO 等への聞き取り調査を実施することで、どのような活動が SC や SN の再構
築および地域の健康づくりに寄与しているのかを明らかにすることを目的とする。そのための
前段階として、被災地における SNの状況、さらに陸前高田市における SNの状況を比較しなが
ら、社会的孤立がどの程度生じているのか明らかにするとともに、社会参加活動の状況、実態
を把握、検討を行うことを目的とする。 
 
３．研究の方法 
（１）東日本大震災から発災 1年目の被災地における SN の状況と 2年が経過した時点での状況
を比較し、SNの変化とその関連要因の検討を行った。 
   関連要因の検討は、被災者コホート研究参加者 10,198 人のうち、2011 年度と 2013 年度
の調査の両方に回答が得られた 18 歳以上の 6,869 人について分析を行った。SN の状況に
は Lubben Social Network Scale (LSNS)を用いて評価した。対象者を各年の LSNS で 12 点
以上(高 SN)と 12 点未満(低 SN)に分類、さらに 2011 年と 2013 年の SN の状態をもとに SN
の変化を高 SN 持続、SN 改善、SN 悪化、低 SN 持続の 4 群に分類して、2013 年時点の性、
年齢、仕事の状況、転居回数、居住場所との関連についてχ二乗検定を用いて検討した。 
（２）陸前高田市における東日本大震災から発災 1年目の SNの状況と 3年が経過した時点での          
  状況を比較し、SN の変化とその関連要因の検討を行った。 
   関連要因の検討は、陸前高田市の被災者コホート研究研究参加者 4,877 人のうち、2011
年度と 2014 年度の調査の両方に回答が得られた 18歳以上の 2,998 人について分析を行っ
た。SNの状況には LSNS を用いて評価し、12点未満を社会的孤立ありと定義した。社会的
孤立の変化と関連する要因との関連を、陸前高田市内８町の地域差を考慮に入れた一般化
線形混合モデルを用いて検討した。2014 年の社会的孤立に関連する要因を検討し、次に
2011 年時点の社会的孤立の有無別に関連要因の検討を行った。 
（３）陸前高田市における社会的孤立の状況、結果を踏まえ、陸前高田市における社会参加活
動の実施状況の情報収集を並行して行った。行政や NPO 等が把握している基礎的な活動状
況について情報収集を行い、市内 8町別にマッピングを行った。さらに市内 8町別に活動
内容の整理を行い、フォーマル、インフォーマルな活動に関わらず、医療機関や事業所、
施設等を除いた約 150 カ所について、開催場所や住所、活動内容、対象者、開催頻度など
を確認、精査し、分類化、整理を行った。 



４．研究成果 
（１）高 SN持続が 3,277 人(47.7%)、SN 改善が 1,130 人(16.5%)、SN 悪化が 847 人(12.3%)、低
SN 持続が 1,615 人(23.5%)であった【表１】。年齢により SN の変化に有意な差がみられ(P
＜0.001)、40 歳から 64歳の中壮年で SN悪化や低 SN持続の割合が高かった【図１】。仕事
の状況でも SNの変化に有意な差がみられ(P=0.005)、求職中の者では SN悪化及び低 SN持
続の割合が高かった。転居回数によっても SN の変化に有意な差がみられ(P＜0.001)、震災
後の転居回数が 1回以上の者 SN 悪化または低 SN持続の者の割合が多かった。さらに、居
住場所によっても SNの変化に有意な差がみられ(P=0.010)、仮設(みなし仮設を含む)に居
住している者やその他の場所(賃貸、親戚・友人宅、再建等)に居住する者では、SN 悪化及
び低 SN持続の割合が高く、高 SN持続の割合が低かった。 
SN の悪化及び SNが低いまま持続される要因は、中壮年であることや求職中であること、
転居回数が 1回以上であること、仮設あるはその他の場所に居住していることが示唆され
た。 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
    
 
（２）2014 年時点で 864 名(28.8 %)が社会的孤立状態であった【表２】。2014 年の社会的孤立
と有意な関連が認められた要因[オッズ比(95%信頼区間)]は、独居[1.84(1.32-2.58)]、暮
らし向きが苦しいこと [1.12(1.01-1.24)]、高血圧既往[1.10(1.00-1.21)]、心理的苦痛
[1.50(1.14-1.96)]、低身体活動[1.81(1.23-2.67)]、不健康な食事[1.29(1.07-1.55)]、2011
年時社会的孤立[5.15(4.27-6.20)]であった。2011 年時の社会的孤立の有無で層別解析し
た結果、2011 年時社会的孤立に無かった群のうち、293/1862 名(15.7％)が 2014 年時新た
に社会的孤立となっていた。この新規社会的孤立群［293/1862 名(15.7％)］では高血圧既
往[1.31(1.05-1.63)]、心理的苦痛[1.65(1.07-2.56)]、低身体活動[2.12(1.50-2.99)]、不
健康な食事[1.30(1.01-1.67)]、9 時間以上の睡眠[1.96(1.16-3.29)]が、影響を与えてい
ることが明らかになった。2011 年時に社会的孤立であった群では、571/1136 名(50.3％)
が社会的孤立を継続していた。この社会的孤立継続群［571/1136 名（50.3%）］では独居
[2.09(1.82-2.40)]、心理的苦痛[1.39(1.13-1.71)]、不健康な食事[1.29(1.07-1.56)]が有
意に関連していた。 
   今後は心理的苦痛の軽減、身体活動、食事に対する支援を通した社会的孤立を防ぐ取り
組みが重要になることが示唆された。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
また、町別の社会的孤立割合の変化については、陸前高田市は市内に 8つのコミュニテ
ィ区分があり、海に面した直接的な津波被害を受けた沿岸部の漁業中心の町から、内陸の
津波被害は受けなかった山間部の町までそれぞれの特徴が異なるため、被災による影響も
検討する必要があった【図２】。 

表１. SN の変化パターン 

図１．年齢と SNの変化の関連 

表２. 社会的孤立との関連要因（＊有意な関連が認められた要因のみ） 



8 町の町別の 2011 年から 2014 年の社会的孤立の変化を【図３】に示す。町ごとによっ
て社会的孤立の改善の程度に差があった。最も改善の変化が少なかったＣ町で 4.1％
（39.1％→35.0％）、最も改善の変化が大きかったＨ町で 12.7％（33.8％→21.1％）とい
う状況にあった。 

   2011 年と 2014 年をみたとき、2014 年の結果の方が各町ともにバラツキはあったものの
改善傾向にあった。改善の程度に差があったことは今後、地域別の比較等更なる検証を行
っていくともに、変化の差が何からきているのか注目していく必要がある。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（３）陸前高田市における社会参加活動の実施状況の調査は、段階的に進め、行政や NPO 等が
把握している活動状況について情報収集を行い、2016 年度の時点で約 200 ヶ所の活動状況
について市内 8町別にマッピングを行った。その後、2017 年度には約 320 ヶ所の活動状況
について整理し、これら活動の概要をまとめた通称「はまかだスポットガイド」について
WEB 版の作成を試みた（http://hamakada.info/index.html）。同時に社会参加活動の理解
と促進を図るためのパンフレットの作成についても関係機関と協力して行った。2018 年度
には約 370 ヶ所のうち、フォーマル、インフォーマルな活動に関わらず、医療機関や事業
所、施設等を除いた約 150 カ所について、開催場所や住所、活動内容、対象者、開催頻度
など精査し、分類化、整理を行った。 
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（１）ホームページ等 
・「はまかだスポットガイド」WEB 版：http://hamakada.info/index.html 
 
（２）雑誌連載 
①佐々木亮平、岩室紳也：連載 事業脳から脱却しよう！ 「できること」から「役割分担」
へ、そして「つなぐ、つながる協働」へ 第６回.「地域保健」第 50巻 2号：78-81，2019 
②佐々木亮平、岩室紳也：連載 事業脳から脱却しよう！ 復興「事業」は終わっても、復興
は永遠に続く 第５回.「地域保健」第 50巻 1号：78-81，2019 
③佐々木亮平、岩室紳也：連載 事業脳から脱却しよう！ 有事にこそ、ポピュレーション脳
を 第４回.「地域保健」第 49 巻 6号：78-81，2018 
④佐々木亮平、岩室紳也：連載 事業脳から脱却しよう！ 見ている、見えている「つもり」
からの脱却法 第３回.「地域保健」第 49巻 5号：72-75，2018 
⑤佐々木亮平、岩室紳也：連載 事業脳から脱却しよう！ 会議を人をつなぐ、人がつながる
手段に 第２回.「地域保健」第 49巻 4号：74-77，2018 
⑥佐々木亮平、岩室紳也：連載 事業脳から脱却しよう！ 事業と運動と地域文化 第１回.
「地域保健」第 49 巻 3号：74-77，2018 
⑦佐々木亮平、岩室紳也：連載 保健師とは 保健師はどう生きるのか 第 6回.「地域保健」
第 49 巻 2号：72-75，2018 
⑧佐々木亮平、岩室紳也：連載 保健師とは 未知の未来へのチャレンジを 第 5回.「地域保
健」第 49巻 1号：70-73，2018 
⑨佐々木亮平、岩室紳也：連載 保健師とは 一次予防のプロは誰？ 第 4回.「地域保健」第
48巻 6号：74-77，2017 
⑩佐々木亮平、岩室紳也：連載 保健師とは 保健師の昔語りは「生の声」で 理論、理念の
前にあるものが大事 第 3回.「地域保健」第 48 巻 5号：70-73，2017 
 



⑪佐々木亮平、岩室紳也：連載 保健師とは 気がつけば地域が動いている 第 2回.「地域保
健」第 48巻 4号：68-71，2017 
⑫佐々木亮平、岩室紳也：連載 保健師とは 男性保健士が「保健婦」になった 第 1回.「地
域保健」第 48巻 3 号：68-71，2017 
⑬佐々木亮平、岩室紳也：隔回連載 地域保健で求められるソーシャル・キャピタル醸成事業 
つながりを厭わない仲間づくり 第３回．地域保健．48（１）：82-85，2017 
⑭佐々木亮平、岩室紳也：地域保健で求められるソーシャル・キャピタル醸成事業 人と人と
つなげようとする「姿勢」が重要 第２回．地域保健．47（６）：82-85，2016 
⑮佐々木亮平、岩室紳也：地域保健で求められるソーシャル・キャピタル醸成事業 なぜ、つ
なぐ？ 第 1回．地域保健．47（４）：80-85，2016 
⑯佐々木亮平：健康教育 学生への健康教育から地域住民の健康支援へ 陸前高田市における住
民と共に進める健康づくりの実際 玄米ニギニギ体操を手段とした心理社会的サポート. 
CAMPUS HEALTH．53（１）：81-85，2016 
⑰佐々木亮平：特別寄稿 日々の健康づくりが地域づくり（復興）につながると信じて～はま
ってけらいん、かだってけらいん運動～.「健康づくり」第 39巻 3号：22-23，2016 
⑱佐々木亮平、岩室紳也：隔月連載 東日本大震災で求められている公衆衛生活動とは 東日
本大震災から 5年 昨日に感謝を、今日に情熱を、明日に希望を 第 1２回【最終回】.月刊「地
域保健」第 47巻 1 号：46-51，2016 
⑲佐々木亮平、岩室紳也：隔月連載 東日本大震災で求められている公衆衛生活動とは 「日
本公衆衛生学会（長崎）シンポジウム 大規模災害から健やかな日常生活への円滑な復興に向
けて」から 第１１回.月刊「地域保健」第 46巻 12 号：56-61，2015 
⑳佐々木亮平、岩室紳也：隔月連載 東日本大震災で求められている公衆衛生活動とは 健康
づくり推進協議会、 健康のつどいが 目指すもの 第１０回.月刊「地域保健」第 46 巻 10 号：
48-53，2015 
㉑佐々木亮平、岩室紳也：隔月連載 東日本大震災で求められている公衆衛生活動とは ソー
シャルキャピタルの醸成は誰の仕事？ 第９回.月刊「地域保健」第 46 巻 8号：56-61，2015 
㉒佐々木亮平、岩室紳也：隔月連載 東日本大震災で求められている公衆衛生活動とは 被災
地の復興で 健康増進計画、 母子保健計画が 果たす役割は？ 第８回.月刊「地域保健」第 46
巻６号：72-77，2015 
㉓佐々木亮平、岩室紳也：隔月連載 東日本大震災で求められている公衆衛生活動とは 被災
地の復興・活動が他人事とならないために 第７回.月刊「地域保健」第 46巻 4号：70-75，2015 
㉔佐々木亮平：第１回日本心療内科学会災害支援プロジェクト報告会および研修会 「見える
被災」と「見えない被災」へ取り組み続ける陸前高田市の今 はまってけらいん、かだってけ
らいん運動が目指すポピュレーションアプローチとしてのこころのケア.日本診療内科学会誌 
第 19 巻 1号：48，2015 
㉕佐々木亮平、岩室紳也：隔月連載 東日本大震災で求められている公衆衛生活動とは 少し
ずつ見えてきたポピュレーションアプローチの成果 第６回.月刊「地域保健」第 46巻 2 号：
47-53，2015 
 
（３）招待講演等 
 
６．研究組織 
 
(1)研究分担者 

研究分担者氏名： 

ローマ字氏名： 

所属研究機関名： 

部局名： 

職名： 
研究者番号（8桁）： 
 
(2)研究協力者 
研究協力者氏名：坪田恵、丹野高三、岩室紳也、遠藤綾子、佐藤沙希 
ローマ字氏名：（TSUBOTA,megumi）、（TANNO，kozo）、（IWAMURO,shinya）、（ENDO,ayako）、（SATO,saki） 
 
※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属されます。 


